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１．まちなか再生の進め方についての提案
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◇まちなか再生支援事業に関し、下記の事項について記述して下さい。

①まちなか再生を進める上で、地域にとって、効果を最大限に引き出すための工夫として、どのような方法が考えられるか。
②まちなか再生において、地域の人たちの人材育成に資するような取り組みとするために、どのような方法が考えられるか。
２．アドバイザリーボードを円滑に進めるための提案
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◇市町村で開催するアドバイザリーボードを、円滑かつ効果的に開催する工夫に関し、下記事項について記述して下さい。

①アドバイザリーボードにおいて、委員と住民、中活協議会、産業関係者、金融関係者、市町村職員等が、事業全体を議題としつつ、双方向で意見交換を行うことができるようにするために、どのような手法が考えられるか。
そして、限られた時間の中で、アドバイザリーボードにおいて円滑な議論を実施し、かつ事業の遂行にとって有効な意見交換を引き出すための工夫として、どのようなことが考えられるか。また、その際の貴社の役割について記述してください。

②アドバイザリーボードで出された意見を、まちなか再生の方向性に効果的に反映させるために、どのような工夫が考えられるか。
また、実績報告また、その際の貴社の役割について記述してください。
３．過去実施事業をフォローするための提案
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◇過去５年間のまちなか再生支援事業の現状を確認し、整理、取りまとめの具体的な方法に関し、下記事項について記載してください。

①過去に実施した事業について、どのように現状を確認し、整理(アウトプット)するか、その方法等と貴社の役割について記述してください。
②過去に実施した事業について、その成果をどのように報告し、活用するか、具体的な方法を提案して下さい。

４．事業の成果等を効果的に情報発信するための提案
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◇全国の市町村に参考となるよう、まちなか再生支援事業の事業内容や成果等をより効果的に情報発信するポイントと具体的な方法に関し、下記事項について記載してください。
①本事業の成果としてまとめる「平成２８年度まちなか再生支援事業報告書」について、全国市町村の参考となり、事業内容や成果等をより効果的にアピールするために、どのような工夫が考えられるか。
②facebookまたはその他のメディアを活用し、より効果的に情報発信するためのポイントと、本業務においてどのように実施するか、具体的な方法を提案してください。また、その際の貴社の役割について記述してください。

５．まちなか再生支援事業の円滑な推進に係る提案
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◇まちなか再生支援事業の円滑な推進を図るため、進捗管理や情報共有等に係るポイントと具体的な方法に関し、下記事項について記載してください。

①本業務の作業項目及びおおまかな作業スケジュールを記載して下さい。
②まちなか再生支援事業が円滑に進むためのポイントと、本業務においてどのように実施するか、具体的な方法を提案してください。また、その際の貴社の役割について記述してください。
６．業務推進体制

◇本業務の推進体制と財団との連絡調整方法を具体的に記載して下さい。

７．その他

◇本業務の実施にあたり、上記のほかに特にアピールできる点があれば記入してください。
　特に、今後の事業の進め方等について、事業提案があればご記載下さい。
まちなか再生を実現し、継続的な事業として展開する上で、最も重要なことの一つとして、まちなか再生を主体的に進める担い手の確保・育成が挙げられます。まちなか再生がなかなか進展しない地域の多くは、担い手の不在もしくは担い手の高齢化、特定の人物に事業が集中することによる事業の硬直化、行政まかせといった問題を抱えています。


具体的・実務的ノウハウを有するまちなか再生専門家が地域の現場に入り、地元商店街関係者、住民、自治体等とともにまちなか再生に取り組むことで、外部の立場からの視点を事業に反映するとともに、継続的なまちなか再生及び人材育成に資する活動を行うこととしています。





補助対象市町村につき各１回程度、まちなか再生支援アドバイザリーボード（以下、アドバイザリーボード）の委員が現地に赴き、現地会議を開催することとしています。


現地会議では、各市町村が実施するまちなか再生事業について、主要なテーマ及び事業全般を議題としています。また、委員と住民、中活協議会、産業関係者、金融関係者、市町村職員等が双方向で意見交換を行うことにより、委員の持つ知識やノウハウを、地域で十二分に発揮できる形式で実施することを予定しています。





まちなか再生支援事業は、平成２０年度より、４７件の事業に取り組んできました。今後、本事業を効果的に推進していくために、過去に実施した事業の現状を確認し、成果を分析することにより、本補助事業の総括と今後への改善を図ります。








本まちなか再生支援事業では、全国の市町村がまちなか再生に取り組む際に、まちなか再生の手法や仕掛けなどを参考にし、効率的・効果的に取り組みを進めることができるよう、補助対象市町村で実施するまちなか再生事業等の事業内容や成果について、報告書にまとめ、ホームページで情報公開をしています。また、平成２６年度からは、より効果的な情報発信の方法として、facebookの活用をしています。





本まちなか再生支援事業では、事業開始前や現地会議の前に市町村及びまちなか再生プロデューサーとの打ち合わせを実施するほか、実施計画書の作成や中間報告等により、取組み内容やスケジュール、進捗状況等を把握し、事業が円滑に進むようサポートをしています。


また、適宜財団と打ち合わせを実施し、意思疎通を図ることで、必要な情報を共有し、的確な業務の遂行を図っています。
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